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下水道分野における発災後タイムラ
イン導入に関する検討

下水道研究部 下水道研究室 室長 岩﨑 宏和 研究官 平出 亮輔

（キーワード） 下水道、管路、地震、タイムライン

１．はじめに 

下水道施設が地震により被災した場合、汚水の流

出・マンホールの浮き上がり・路面の沈下等の交通

障害や衛生問題が発生する（写真）。被災規模が大

きい場合には、道路の通行規制や、一時的な下水道

の使用制限に伴う仮設トイレ等の衛生施設の整備が

必要な場合もあるため、下水道施設の復旧を進める

には、道路・上水道・衛生・河川を管理する部署や

避難所・住民等の数多くの関係者との連携が必要不

可欠である。 

タイムラインは、対象とする機関が「いつ」「何

をするのか」を一覧表に整理したものであるととも

に、関係機関との調整時に責任分担を明確にするこ

とで協力体制強化の効果があり、横断的な組織調整

に優れた手法である。このため、BCPの組織調整を円

滑に実行する手法として有効である。以上のことか

ら本研究では、下水道分野へのタイムライン的視点

の導入に関する検討を行う。 

２．研究概要 

 下水道施設は地方自治体が管理を行っており、地

震への対策は、下水道BCPマニュアル等に基づき、各

地方自治体で下水道BCP策定及び計画に沿った準備

が進んでいる。このため、本研究では、地方自治体

におけるタイムライン的視点の導入促進を目指し、

導入に関する「考え方」を取りまとめるものであり、

以下の3項目について検討することとしている。 

① 既存文献の収集整理を踏まえた、基本となるシン

プルな発災後タイムラインの作成

② モデル都市における発災後タイムラインの作成

及び作成時の課題整理

③ ①②の結果を踏まえた地方自治体におけるタイ

ムライン的視点導入の考え方の作成

３．研究内容 

まず、既存文献67件を収集整理し、基本となるシ

ンプルな発災後タイムラインを作成した。行動の基

本は「下水道BCP策定マニュアル2017年版（地震・津

波編）」となるが、横断的な組織調整の視点から、

災害時の関係機関の支援ルールが定められた「下水

道における災害時支援に関するルール」等も踏まえ

たものとした。 

 次に、上の結果を踏まえ、2つの地方自治体の協力

を得て、発災後タイムラインを作成した。作成時に

は地方自治体が所有する防災計画や下水道BCP等の

資料の他、ヒアリングにより得た情報を基に作業を

行い、その結果「個別業務の所要時間」「優先業務

の順位付け」の明確化の必要性等の課題を整理した。 

以上により、モデルとなる地方自治体の発災後タ

イムラインとその作成時の課題を得ることができた。

今後、様々な地方自治体を対象としたわかりやすい

タイムライン的視点の導入の考え方を取りまとめる

予定である。
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１．はじめに

近年、局地的な大雨の増加に伴い、下水道施設の

能力を超えた雨水が地上に溢れる内水氾濫の被害リ

スクが増大している、貯留施設等の浸水対策施設の

整備には多くの費用・時間を要することから、早期

の被害軽減を図るためには既存ストックの能力を最

大限に活用する浸水対策手法が必要である。

一般的な雨水ポンプ場ではポンプ井の水位に基づ

いた運転を行っているが、ポンプの起動には一定時

間を要するため、降雨の偏在や突発的な豪雨に起因

する急な流入量増加に対応困難な場合がある。そこ

で本研究では、比較的整備し易い管路内水位計の活

用による大雨時における雨水ポンプ運転の効率化を

図ることを目的に、水位計測地点の選定と水位情報

の活用方法に関する検討を行った。

２．研究方法

面積329ha、幹線延長約3.8kmのポンプ排水区をモ

デル排水区とし、降雨時の管路内水位の変動の解析

および浸水発生状況の解析（氾濫解析）により、妥

当な水位観測地点やポンプ運転制御の方法を確認し

た。検討には施設能力を上回る、図1内に示す中央集

中形降雨波形を用い、排水区を上・中・下流に３分

割し降雨開始時刻や開始順番を変化させることで降

雨の移動を表現した。

３．研究結果

解析の結果、観測地点や降雨の移動パターンによ

って水位上昇のタイミングが異なり、水位上昇がポ

ンプ井よりも早い地点の観測値を用いることで、ポ

ンプ井での計測よりも早期に大雨による流入量増加

を検知可能なケースがあることが確認された（表１）。

さらに、氾濫解析の結果、表２に示す水位観測地点

の検知情報を用いて豪雨時にポンプの起動タイミン

グを早めることで、浸水面積が削減され、特に上流

域から先に降る降雨で効果的なことが確認された。

なお、降雨によっては、流入量が増加する前にポ

ンプが起動し、急な水位低下によるポンプ停止や起

動停止の連続など、運転上問題となる制御が生じる

場合があったため、単に起動タイミングを早めるだ

けでなく、流入量に留意した対策を行う必要がある。

４．結論

管路内水位情報の活用によって、浸水面積を削減

できる可能性が確認された。現在、ポンプ設備方式

に応じた運転制約条件の反映や、適切な対策運転方

法について検討している。今後、これらの知見をま

とめ、下水管路内水位情報を活用した運転をポンプ

場へ導入する手順について整理する予定である。

顔写真掲
載者氏名
（写真ﾃﾞ
ｰﾀの貼り
付けは不

要）

顔写真掲
載者氏名
（写真ﾃﾞ
ｰﾀの貼り
付けは不

要）

顔写真掲
載者氏名
（写真ﾃﾞ
ｰﾀの貼り
付けは不

要）

顔写真掲
載者氏名
（写真ﾃﾞ
ｰﾀの貼り
付けは不

要）

0.0
4.0
8.0

12.0
16.0

8:
00

9:
00

10
:0
0

11
:0
0

12
:0
0

13
:0
0

14
:0
0

15
:0
0

16
:0
0雨

量
[m

m
/1

0分
]

図１ モデル排水区平面図および検討対象降雨

表２ 水位観測地点と対策運転による浸水面積削減量(ha)

表１ 管路内の５割水深到達時刻とポンプ起動時刻の差(分)

※注釈：色の濃さは、時間的な余裕の大きさ(青)、または遅延の大きさ（赤）を示す

降雨の移動パターン No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6
一様降雨 -5 8 20 15 10 6

下流→中流→上流15分間隔 -9 -2 7 1 -5 -13
下流→中流→上流30分間隔 -11 -9 -6 -13 -20 -29
上流→中流→下流15分間隔 2 16 29 25 22 22
上流→中流→下流30分間隔 8 22 35 33 31 34
中央→上下流両端15分間隔 0 13 25 20 14 6
中央→上下流両端30分間隔 4 16 28 23 17 6

現況運転 No.1地点 No.3地点 No.5地点

一様降雨
浸水面積 62.01 62.00 61.79 61.80

削減面積 ― 0.01 0.22(効果最大) 0.21

下流→中流→上流

15分間隔

浸水面積 60.04 60.01 59.95 60.04

削減面積 ― 0.03 0.09(効果最大) 0

上流→中流→下流

15分間隔

浸水面積 59.63 59.63 59.01 59.02

削減面積 ― 0 0.62(効果最大) 0.61
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